（別記様式１）

· 送付先

広島県　平和推進プロジェクト・チーム　宛

（FAX：082-228-1614）

NPT体制等貢献事業（ひろしまレポート作成事業）業務委託に係る

プロポーザル説明会参加申込書
　NPT体制等貢献事業（ひろしまレポート作成事業）の委託に係るプロポーザル説明会への参加を申し込みます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先（TEL）　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（FAX）　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（メール）　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　出席者　役職・氏名　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　役職・氏名　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　役職・氏名　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（※出席者は３名までとしてください。）

【説明会の開催概要】
　　日　時：平成25年5月30日（木）午前11時～
　　場　所：県庁本館404会議室（広島市中区基町10-52）

【申込及び問い合わせ先】
　　広島県地域政策局　平和推進プロジェクト・チーム
　　ＴＥＬ：０８２－５１３－２３６８
　　ＦＡＸ：０８２－２２８－１６１４
　　E-MAIL：chiheiwa@pref.hiroshima.lg.jp
（別記様式２）

NPT体制等貢献事業（ひろしまレポート作成事業）業務委託に係る
プロポーザル参加希望書
平成　　年　　月　　日
広島県地域政策局
平和推進プロジェクト・チーム担当課長　様
住　　　　所
事業者名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　印
	連絡先
	電話
	

	
	ＦＡＸ
	

	
	担当者
	所属
	

	
	
	氏名
	

	
	
	メール
	


この業務のプロポーザルに参加したいので，関係書類を添えて，参加申込書を提出します。
　なお，次の事項に該当しないこと，並びに参加申込書及び添付する関係書類の全ての記載事項は，事実と相違ないことを誓約します。
[形式的条件]

○　企業，ＮＰＯ法人，公益・一般財団法人，公益・一般社団法人，財団法人，社団法人その他法人格を有する団体であること。
○　法人格を有しない団体であっても共同提案の主たる提案者が上記に該当する場合はこの限りでない。

○　宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体，暴力団もしくは暴力団員の統制の下にある団体ではないこと。

○　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当する者ではないこと。

○　公募開始の日から契約締結日までの間のいずれの日においても，広島県の指名除外を受けていない者であること。

○　銀行取引停止処分を受けていない者であること。

○　会社更生法（平成14年法律第154号）にもとづく更生手続き開始の申し立て又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申し立てがなされていない者であること。
[実質的条件]
　　○　軍縮・不拡散問題を専門とすることが可能な常勤又は非常勤の研究員を有し，軍縮・不拡散全般について，調査研究に必要な高度な知見を有すること。特に，核兵器不拡散条約（NPT）等の軍縮・不拡散条約や各国の軍縮・不拡散への取組状況に係る知見を有していることが望ましい。

　　○　米国や国連をはじめとする海外の軍縮・不拡散関連の機関・団体・専門家や国内の軍縮・不拡散専門家との協力関係を有し，軍縮・不拡散問題に係る最新の国内外の議論をフォローしていること。


◎事業者の概要
	事業者名
	

	代表者職氏名
	

	住所
	本社
	〒
住所
電話

	
	県内事業所等
（あれば記入）
	〒
住所
電話

	設立年月日
	　　　　年　　月　　日
（県内事業所等の設立年月日　　　　年　　月　　日）

	資本金
	

	直近の
年間売上高
	

	職員数
	　　人
（県内事業所等の職員数　　　　　　人

	事業内容
	

	国等における類似の事業実績や優位性等
（あれば記入）
	


· 事業者の概要を記載したパンフレット等を添付してください。
· 所定の記載欄に書ききれない場合は，行数を追加するか別紙に記入・添付してください。

（別記様式３）

企画提案書提出届

平成　　年　　　月　　　日

広島県地域政策局
平和推進プロジェクト・チーム担当課長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　㊞

　次のとおり，NPT体制等貢献事業の業務委託に係る企画提案書を提出します。

提出書類

１　企画提案書提出届（別記様式３）１部
２　企画提案書一式（任意様式）（正本１部，副本8部）

　・表紙

　・企画提案書

・事業予算見積書

（別記様式４）
辞　退　届
平成　　年　　月　　日
広島県地域政策局
平和推進プロジェクト・チーム担当課長　様
住　　　　所
事業者名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　印
	連絡先
	電話
	

	
	ＦＡＸ
	

	
	担当者
	所属
	

	
	
	氏名
	

	
	
	メール
	


NPT体制等貢献事業（ひろしまれポート作成事業）の業務委託に係る公募型プロポーザルへの参加を表明の上，関係書類を添えて参加申込書及び企画提案書を提出しましたが，都合により取り下げます。

（別記様式５）

質　問　票
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　月　　日
主題：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
内容
	


質問者

	事業者名
	

	連絡責任者

（電話番号）
	

	住所
	

	ＦＡＸ番号
	

	メールアドレス
	

	（注）質問事項１問につき，１枚を使用し，主題欄は質問要旨を簡潔に記載すること。




裏面に事業者の概要を記載すること








